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番号

19,335

0

0

0

461,630

402,209

0

不用額（千円）

翌年度繰越額（千円）

支出済歳出額（千円）

流用等増△減額（千円）
0

歳出予算現額（千円）

予備費使用額（千円）

前年度繰越額（千円）
0

62,285

461,630

461,630

559,452

22年度要求額

486,202361,566 480,314

総合･実績･事業

（ 当 初 ）

国際平和協力業務等の推進 19評価方式

政策評価調書（個別票①-1）

歳出予算額（千円）

政策名

19年度 21年度

【政策ごとの予算額等】

＜0＞ ＜0＞

59,421

＜0＞

423,851

404,516

＜0＞

20年度

評価結果の予算要求等
への反映状況

我が国の国際平和協力業務等は、国連、現地政府等から高い評価を得ている。その一方で、より積極的に要員の派遣を行うべきと
の指摘もある。我が国としては、国際連合を中心とした国際平和のための努力に積極的に寄与するため、現在、国際平和協力法に
基づき可能な限り要員の派遣を行うとともに、新規の派遣の可能性についても検討を行っている。

達成すべき目標及び
目標の達成度合いの

測定方法

政策評価結果を受けて
改善すべき点

（ 補 正 後 ）

目標
　国際連合を中心とした国際平和のための努力に積極的に寄与する。
測定方法
　国内、国際社会（国連、現地政府等）の評価[肯定評価]

0

361,566
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

Ａ 1 一般会計 国際平和協力本部

Ａ 2

Ａ 3

Ａ 4

Ｂ 1

Ｂ 2

Ｂ 3

Ｂ 4

Ｃ 1 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 2 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 3 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 4 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 1 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 2 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 3 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 4 ＜ ＞＜ ＞

政策評価調書（個別票①-2）

【政策に含まれる事項の整理、棚卸し調書との照合】

国際平和協力業務の実施等に必要な経費

項

国際平和協力本部

政策評価結果等
による見直し額

政策名

の内数

事項

小計

小計

合計

国際平和協力業務等の推進 19

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

21年度
当初予算額

486,202

486,202

＜       ＞ の内数

＜      ＞

の内数

486,202

の内数

の内数

22年度
要求額

480,314

480,314

＜      ＞ の内数

の内数＜      ＞

の内数

の内数

の内数

480,314
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 19

21年度
当初
予算額

22年度
要求額

増減

うち政策評価
結果の反映に
よる見直し額

（B)

うち執行状況
の反映による
見直し額
（C)

政策評価調書（個別票①-3）

政策名 国際平和協力業務等の推進

政策評価結果又は執行状況の要求への反映内容

予算額（千円）

見直し額（A)

（B)+（C)-重
複

事務事業名 整理番号

合計
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19年度 20年度

肯定評価 肯定評価

達成目標
（平成20年度）

達成状況
実　績　値 達成目標の

設定の考え方

国際的な平和協力活動などに積極的に取り組んでまいります。

施政方針演説等

平成21年1月27日

達成できた 政策の性質上、数値化した定評評価になじまないため、
測定指標を肯定評価とした。

(反映の方向性）
　我が国の国際平和協力業務等は、国連、現地政府等から高い評価を得ている。その一方で、よ
り積極的に要員の派遣を行うべきとの指摘もある。我が国としては、国際連合を中心とした国際
平和のための努力に積極的に寄与するため、現在、国際平和協力法に基づき可能な限り要員の派
遣を行うとともに、新規の派遣の可能性についても検討を行っている。

（効率性）
　国連からの要員派遣の要請に迅速かつ効率的に対応できるよう、国際平和協力隊派遣経費を計
上した。

関係する施政方針演
説等内閣の重要政策
（主なもの）

年月日

第171回 国会 施政方針演説

記載事項（抜粋）

　平成４年６月、国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成４年法律第79号。以
下「国際平和協力法」という。）が制定され、国連平和維持活動への協力、人道的な国際救援活
動への協力及び国際的な選挙監視活動への協力のほか物資協力の制度が定められている。
　平成20年度においては、ゴラン高原国際平和協力業務、ネパール国際平和協力業務とともに、
新たにスーダン国際平和協力業務を実施した。また、ネパール選挙監視国際平和協力業務ととも
に、スーダン被災民、パレスチナ被災民への物資協力業務を実施した。
　また、国際平和協力研究員による研究活動等を実施した。

（総合的評価）
　ゴラン高原、ネパール、スーダンにおける国際平和協力業務、ネパール選挙監視国際平和協力
業務、スーダン被災民及びパレスチナ被災民への物資協力については、国連、現地政府等から高
い評価を得ており、目標を達成することができた。
  また、国際平和協力研究員もその研究活動等を通じて事務局の業務に貢献している。

【評価結果の概要】

（必要性）
　国際連合平和維持活動、人道的な国際救援活動及び国際的な選挙監視活動等に対し適切かつ迅
速な協力を行う必要がある。

（有効性）
○国際平和協力業務
　国連兵力引き離し監視隊（UNDOF）に司令部要員及び輸送隊を派遣し司令部における企画調整、
物資の輸送・保管等の業務を実施、国連ネパール政治ミッション（UNMIN）に軍事監視要員を派遣
し武器及び兵士の管理の監視業務を実施、国連スーダンミッション（UNMIS）に司令部要員を派遣
し司令部における調整業務を実施した。
　また、ネパールの制憲議会選挙に選挙監視要員を派遣し、選挙の各プロセスの監視活動等を実
施した。
　これらの活動に対して、国連関係者や現地政府関係者から高い評価と謝意が示された。
○物資協力
　国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）からの要請を受けスーダン南部地域で被災民救援のために
浄水器を無償で譲渡し、国連パレスチナ難民救済事業機関（UNRWA）からの要請を受けガザ地区の
パレスチナ被災民のために毛布等を無償で譲渡した。
　これらの活動に対して、国連関係者や現地政府関係者から高い評価と謝意が示された。
○研究員制度
　 研究員については、研究活動等を通じて事務局の業務に貢献しており、また、任期を終了した
研究員は、国際平和協力分野で幅広く活動している。

政策評価調書（個別票②）　（政策評価書要旨）

評価実施時期：平成21年8月

担当部局名：国際平和協力本部事務局
担当者（連絡先）：予算・会計係　　山木　利昭（03-3581-
7341）

政策の概要

政策に関する評価結
果の概要と達成すべ

き目標等

国際平和協力業務等の推進
（肯定評価）

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

国際平和協力業務等の推進 19番号政策名
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